
43 '16/3月号_No.543 債権管理回収の基礎固め

〈
解
　
説
〉

１
．
破
産
・
免
責
と
は
何
か

借
金
等
の
多
額
の
債
務
を
抱
え
て
支

払
不
能
な
状
態
に
な
る
と
、
本
人
自
ら

破
産
申
立
を
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す

が
、
破
産
と
は
ど
の
よ
う
な
手
続
き
な

の
で
し
ょ
う
か
？
　
本
人
に
メ
リ
ッ
ト

が
あ
る
か
ら
破
産
申
立
を
す
る
と
思
う

の
で
す
が
、
本
人
に
は
ど
の
よ
う
な
メ

リ
ッ
ト
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
？

破
産
は
、
支
払
不
能
と
な
っ
た
債
務

者
に
債
権
者
が
殺
到
し
て
生
じ
る
混
乱

や
不
公
平
を
防
ぐ
た
め
設
け
ら
れ
た
手

続
き
で
す
。
債
務
者
本
人
の
財
産
・
収

入
の
資
料
と
、
債
務
の
資
料
を
添
付
し

て
破
産
申
立
を
行
い
、
裁
判
所
が
支
払

不
能
と
認
め
れ
ば
破
産
手
続
が
開
始
さ

れ
ま
す
。

裁
判
所
か
ら
破
産
管
財
人
に
選
任
さ

れ
た
弁
護
士
は
、
破
産
者
の
債
務
に
つ

い
て
は
、
債
権
者
か
ら
の
債
権
届
出
を

調
査
し
て
債
権
の
認
否
書
を
作
成
し
、

破
産
者
の
財
産
に
つ
い
て
は
、
回
収
・

売
却
等
に
よ
り
換
価
し
て
い
き
ま
す
。

そ
し
て
、
そ
の
作
業
が
終
了
す
る
と
、

換
価
し
た
現
金
を
総
債
権
者
に
原
則
と

し
て
公
平
に
配
当
す
る
の
で
す
。

支
払
不
能
で
破
産
し
て
い
る
以
上
、

配
当
さ
れ
ず
に
残
る
債
務
が
多
い
と
思

う
の
で
す
が
、
そ
の
残
っ
た
債
務
は
ど

う
な
る
の
で
す
か
？

浪
費
や
ギ
ャ
ン
ブ
ル
、
取
り
込
み
詐

欺
の
よ
う
な
破
産
法
二
五
二
条
に
定
め

ら
れ
た
悪
質
な
こ
と
を
行
っ
て
い
な
け

れ
ば
、
税
金
な
ど
を
除
き
債
務
を
返
済

す
る
責
任
を
免
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
こ
れ
は
破
産
者
の
再
出
発
の
た
め

に
認
め
ら
れ
た
制
度
で
、「
免
責
」
と
い

い
ま
す
。
多
額
の
債
務
を
抱
え
た
債
務

者
が
自
ら
破
産
申
立
を
す
る
の
は
、
こ

の
免
責
を
許
可
し
て
も
ら
う
た
め
な
の

で
す
。

そ
う
す
る
と
、
免
責
許
可
決
定
が
出

れ
ば
、
当
Ｊ
Ａ
は
、
Ｘ
に
も
、
保
証
人

の
Ｙ
に
も
請
求
で
き
な
く
な
る
の
で
し

ょ
う
か
？

免
責
で
責
任
を
免
れ
る
の
は
、
免
責

許
可
決
定
を
得
た
破
産
者
本
人
だ
け
で

す
。
保
証
人
Ｙ
に
対
し
て
は
、
Ｙ
も
破

産
し
て
免
責
許
可
決
定
を
得
て
い
な
い

限
り
請
求
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。
主

債
務
者
が
破
産
す
る
よ
う
な
場
合
に
備

え
て
の
保
証
人
で
す
か
ら
ね
。
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連　載

問題で確認

！
◯◯××◯×

？
債権管理回収の

基 礎 固 め
官澤綜合法律事務所 所長
東北大学法科大学院 教授　

弁護士 官澤 里美
1957年仙台市の農家の長男として生まれる。1983年東京
大学法学部を卒業し、1986年仙台市で弁護士となる。そ
の後、長年にわたってＪＡの債権回収、役員責任等の各種
相談、法的手続、セミナー等を担当し、ＪＡの健全な経営
をサポートしている。現在、弁護士10名が在籍する官澤
綜合法律事務所所長。2004年より東北大学法科大学院教授。

ＪＡの融資業務における課長の
悩みに、顧問弁護士が答える！

債務者が破産した際の注意点

〈まずは〇×問題にチャレンジ！〉
――あなたはどう考える？　その理由は？――

正解とその
理由は45頁

１

２

３

４

５

主債務者が破産して免責許可決定が出れば、主債務者は責任を免れる
ことになり、保証人も責任を免れる。
本事例において、Ｘに免責許可決定が出た場合でも、当ＪＡは、Ｘの自
宅を抵当権に基づいて競売申立することができる。
本事例において、当ＪＡは、Ｘの貯金・出資金について、破産管財人Ｚ
から請求を受ければＺに支払わなければならず、当ＪＡの貸金との相
殺はできない。
本事例において、当ＪＡは、破産管財人ＺにＸの当ＪＡからの脱退手続
を行ってもらい、出資金と当ＪＡの貸金を相殺することが可能である。
本事例において、Ｘは破産したのであるから、当ＪＡの共済契約を継続
することはできない。

〇or×

第９回

課長

顧問弁護士

今回のお悩み

ＪＡの実務で起こる
相談にいつも親身に
応じている。（ ）

本店の融資課長。支店
を丁寧にフォローして
おり、問いあわせや相
談を多く受ける。（ ）

当ＪＡは、Ｘに対し、自宅に抵当権を設定し、Ｙを連帯保証人として1,500万
円を融資していました。しかし、Ｘは、病気で働けなくなって種々の支払いが
できなくなり、破産申立を行いました。そして、裁判所から当ＪＡに、Ｘにつ
いて破産管財人をＺ弁護士とする破産手続開始決定が届きました。

当ＪＡの現在の貸金残高は700万円で、Ｘの自宅は時価700万円程度です。Ｘ
は、当ＪＡに50万円の貯金と30万円の出資金を有しています。また、当ＪＡと
養老生命共済契約を締結しており、現在の解約返戻金は50万円です。

相殺による回収も考えていたところ、破産管財人Ｚから「貯金と出資金をＺ
に支払うように」との依頼と、共済の解約返戻金の問合せがありました。貯金
などとの相殺ができないとすれば、貸金を連帯保証人Ｙに支払ってもらうこと
もあり得ると考え、Ｙに現在のＸの状況を説明に行ったところ、Ｙから「Ｘは、
『数ヵ月後に裁判所から免責許可決定が出てＪＡからの借金は消えるので、Ｙに
迷惑をかけないで済む』と言っていた。私が支払う義務はなくなるのではない
か」と言われたのです。

Ｘの自宅が任意売却できればＹに支払ってもらわなくても済む可能性もあり
ますが、そうなるとは限らないため、Ｘの破産により自宅の抵当権はどうなる
のか、貯金や出資金との相殺はできないのか、保証人には請求できなくなるの
か等、今後の債権回収の進め方や破産管財人への対応に悩んでいます。


